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１．はじめに 
 

１．１．調査の背景 
 

我が国の農業産出額の約 4 割を占める施設園芸は、１年を通じて新鮮な野菜を消費者に供

給するために必要不可欠なものとなっている。しかし、近年施設園芸の農家数は、高齢化の

進展などにより平成 12年から平成 27年にかけて 226千戸から 168千戸に減少しているほか、

温室の設置面積も同時期で 45,083haから 35,185haに減少している。1 

今後、実需者ニーズを踏まえた野菜などの周年安定供給を保持するためには、生産性向上

と所得の向上に向けた取組を推進し、魅力ある農業として確立する必要がある。 

農林水産省では、昨年まで「次世代施設園芸地域展開促進事業」を通して、ICT などを活用

した高度な環境制御装置を備え、地域資源エネルギーの利用や施設の集積による施設園芸の

大規模化と生産性の向上を図ってきた。 

今年度からは、このような大規模施設園芸を展開するトップランナーの育成に加え、デー

タ駆動型農業を実践した施設園芸の全国展開をより一層促進する取り組みを開始した。それ

が、「次世代につなぐ営農体系確立支援事業のうちデータ駆動型農業（スマートグリーンハウ

ス展開推進）」である。 

この事業は、高度環境制御装置を取り入れた施設の面積を、事業実施年度を基準として翌々

年度までに 3%以上増加させることを成果目標としている。 

 
 
１．２．調査の目的 

 

この調査の目的は、スマートグリーンハウスの展開推進に向けて、「データ駆動型の栽培体

系の確立」の観点から、スマート化システムの導入・活用状況、及びそれに伴う労働生産性

や収益性との関連について、実態調査・分析を行うものである。 

 全国実態調査は、環境制御技術が導入された概ね 1ha 以上の施設園芸や人工光型植物工場

の事業者の数や収益、課題などについて把握、整理するもので、事例調査は、先進的な施設

園芸や植物工場の事業者、その支援を行っている自治体に対してヒアリング調査を行い、そ

の創意工夫について取りまとめたものである。 

いずれの調査においても、生産面及び経営面で直面する課題の克服や目標の達成に向けて

挑戦を続けている姿が見えるものであり、この結果が今後スマートグリーンハウスに関する

取り組みに向かおうと考えている農業者や事業者、地方公共団体など、施設園芸の関係者の

参考になれば幸いである。 

なお、本調査は、株式会社三菱総合研究所により行われた。各事例に記載されている内容

は取材時点のものであり、その後、新たな取り組みが行われている場合もあり得ることを申

し添える。  

 
1 農林水産省「農林業センサス」 
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１．３．環境制御施設及び植物工場とは 
 

環境制御をしている施設園芸及び植物工場とは、施設内で植物の生育環境（光、温度、湿

度、CO2濃度、養分、水分など）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、一定の気密性を保持

した施設内で、環境及び生育のモニタリングに基づく高度な環境制御と生育予測を行うこと

により、季節や天候に左右されずに野菜などの植物を計画的かつ安定的に生産できる栽培施

設のことである。 

本報告では、これらの栽培施設を太陽光型、太陽光・人工光併用型、人工光型と分類して

いる 

●太陽光型 

温室などの半閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、環境を高度に制御して周年・計画生

産を行う施設で、人工光による補光をしていない施設。 

なお、本調査では栽培施設面積が概ね 1ha以上の太陽光型の施設を調査対象としている。 

●太陽光・人工光併用型（以下、併用型という。） 

温室などの半閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、環境を高度に制御して周年・計画生

産を行う施設で、特に人工光によって夜間など一定期間補光している施設。 

●人工光型 

太陽光を使わずに閉鎖された施設で人工光を利用し、高度に環境を制御して周年・計画生

産を行う施設。 
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２．大規模施設園芸及び植物工場の全国実態調査 
２．１．調査の概要 
 
（１）調査・分析の視点 

本調査は、全国の施設園芸・植物工場における経営の実態を明らかにするとともに、生産

管理や労働生産性、コスト構造、従業員の労働時間に関する実態及び販路確保の状況に関し

て実態を整理した。 
収支分析やコスト構造分析においては、栽培規模や労働生産性、販路等の実態がどの様な

影響をもたらしているか、クロス集計による要因分析も行った。 
 
（２）実施方法 

調査票配布先は、各種新聞やニュースリリースで得た情報のほか、一般社団法人日本施設

園芸協会、農林水産省地方農政局及び内閣府沖縄総合事務局農林水産部、都道府県の協力を

得て収集した情報をもとに、調査対象とする事業者を抽出し、計 403 票の調査票を郵送また

はメール添付で配布し、103票を回収（回収率 25.4%）、94票の有効回答（有効回答率

23.2%）を得た。 

なお、各設問は当該質問への有効回答をもとに集計しているため、設問ごとに集計母数

（以下、N値）が異なる。また、回答割合は、小数点以下を四捨五入しているため、合計が

100％にならない場合がある。 

 

図表 1 回収結果 
対象 全国の植物工場及び大規模施設園芸事業者 

調査期間 令和 2年 9月から 12月 

発送数 406票 

回収数 103票（うち集計対象外 4票、太陽光概ね 1ha未満 5票） 

回収率 25.4% 

有効回答数 94票 

有効回答率 23.2% 

 
 
（３）留意事項 

本調査は、上記実施方法に基づき、日本施設園芸協会が毎年見直している配布先リストに

ある事業者に調査票を配布している。しかし、回答者は毎年同じではないため、データの継

続性はなく、調査結果はその年ごとの回答者の実態を反映したものである。 

また、回収数からもわかる通り、その年ごとに調査に協力をいただいた事業者の状況を取

りまとめた結果であり、全植物工場、施設園芸の実態を必ずしも正確に把握できていない可

能性がある。本調査結果は、参考値として活用いただくことを推奨する。 
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２．２．結果の概要 
（１）回答事業者の施設及び組織について 

 
① 施設の栽培形態 
回答者の栽培形態の分布をみると、太陽光型、人工光型がそれぞれ 48%、39%となってお

り、両タイプを合計すると栽培形態の大半を占める。 
また、太陽光・人工光併用型（以下、「併用型」という。）及び人工光型について、導入し

ている光源をみると、79％が LED を導入しており、特に人工光型では 90％に及ぶ。その他

として内訳の回答があったのは、併用型での導入率は 36％となっている。 
 

 
図表 2 栽培形態 

 
 

 
図表 3 光源（太陽光・人工光併用型、人工光型のみ） 
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② 組織形態 
組織形態は、全体では株式会社（農地所有適格法人を除く。）が 51％で最も多く、次いで

農地所有適格法人が 41％となっている。 
栽培形態ごとにみると、太陽光型では農地所有適格法人が 63％を占め、次いで株式会社

が 35％を占めている。太陽光型で農業者等の割合が高いのは、農地に立地していることが

多く、元々その土地の農業者が主体となっていることによるものと推測される。 
一方で、人工光型についてみると、株式会社の割合が 77％と高い。これは、人工光型に

関しては農地以外に立地する事例も多く、農業以外の企業が参入しやすいことによると考え

られる。 
 

 

図表 4 組織形態 

 
 

直近 3 年との比較では、回答者のうち農業者等（農地所有適格法人と農業者）と株式会社

では農業者等の割合が低めであったが、近年はそれぞれ半数程度となっている。 
 

 
図表 5 組織形態の時系列比較 
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③ 栽培開始年 
栽培開始年は、全体では平成 28 年（2016 年）以降が 36％を占めている。平成 23～27 年

（2011～2015 年）が 38％と、近年の参入者の増加がうかがえる。 
栽培形態別にみると、太陽光型では平成 28 年（2016 年）以降が 33%と多く、平成 23～27

年（2011～2015 年）が 40%であり、8 割強が平成 23 年（2011 年）以降の参入である。ま

た、人工光型では、平成 23～27 年（2011～2015 年）の栽培開始が 44%と多く、次いで平成

28 年（2016 年）以降が 39%と、8 割超が平成 23 年（2011 年）以降の参入である。 
 

 

図表 6 栽培開始年 
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④ 雇用者数 
施設における平均雇用者数 2をみると、通年（正規）の雇用者は、全体では 1～5 人未満が

42％と最も多い。栽培形態別にみると、併用型、太陽光型、人工光型の順に正規雇用者が少

なくなる傾向にあり、施設当たり正規雇用者数の平均はそれぞれ 9.9 人、7.9 人、5.3 人であ

った。 
 

 
図表 7 雇用者数（通年：正規） 

 
非正規・パートの通年雇用者は、全体では 20～50 人未満が 31%と最も多い。施設当たり

パート雇用者数の平均は、太陽光型で 43.4 人、併用型で 47.3 人、人工光型で 18.3 人であ

り、特に太陽光型では、20～50 人未満が 39%、50 人以上が 32％と高くなっている。 
 

 

図表 8 雇用者数（通年：非正規・パート） 

 

 
2 正規雇用の従業員は、「通年：正規」とし、非正規雇用のうち定常的に勤務している従業員は、「通年：非正

規・パート」とした。また、非正規雇用のうち収穫期間など、繁忙期に臨時で勤務する従業員は、「期間雇用

（ピーク時）」と表記して、3 つに分類して調査・集計を行っている。 
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一方、ピーク時の期間雇用者数をみると、雇っていないという事業者を除き、全体では

20～50 人未満が 25％で最も多かった。 
栽培形態別に施設当たり期間雇用者数の平均をみると、太陽光型で 39.2 人、併用型で

35.1 人、人工光型で 12.4 人であった。 
定植や収穫など季節によって繁閑の波の大きい太陽光型、併用型では期間雇用の人数が多

く、一方で作業を通年で平準化している人工光型では期間雇用者数は比較的少ないことがわ

かる。 

 

図表 9 期間雇用者数（ピーク時） 

 
太陽光型や併用型では、施設面積が大きく、栽培管理の作業は施設一棟ごとの条件や日照
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一方、人工光型では、施設面積が小さく、多段式での栽培が一般的で作業の動線が短いこ

と、栽培のサイクルが短く、年間を通して作業が平準化されていることなどが、栽培管理の

人員の抑制に影響していると考えられる。 
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外国人実習生を受け入れていると回答した事業者は全体で 24％となっている。栽培形態

別にみると、太陽光型での割合が高く、39%で外国人実習生を受け入れている。また、昨年

度と比較したところ、太陽光型では平均人数が減っており、新型コロナウイルスによる交流

阻害の影響は太陽光型には若干見られるが、その他の形態では影響がない。 
 

 
 

図表 10 外国人実習生数 
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障害者を雇用していると回答した事業者は全体で 32％となっている。障害者を雇用して

いる事業者の組織形態は、農地所有適格法人 45%、株式会社 50%が大半を占める。 
障害者雇用促進法では、従業員が一定規模以上の事業者は、一定割合の障害者雇用が義務

付けられている。3 
 

 
図表 11 障害者雇用者数 

  

 
3 障害者雇用促進法では、2018 年 4 月に対象となる民間事業主の範囲が、従来の従業員 50 人以上から 45.5 人

以上に拡大され、法定雇用率も 2%から 2.2%に引き上げられた。2021 年 4 月からは、民間企業の法定雇用率が

2.3%に引き上げられる見込みである。 
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⑤ 栽培用施設面積・栽培実面積 
栽培用施設面積の割合をみると、太陽光型では 1～2 万㎡ が 41％を占め最も多い。4  
また、人工光型では、1,000 ㎡以上の栽培用施設を持つ施設の割合が 41％を占める。 
栽培形態ごとに見た栽培用施設面積の平均は、太陽光型が約 2.5ha、併用型は約 2.0ha、人

工光型は約 1.5 千㎡であった。 
  

 
図表 12 栽培用施設面積 

 
回答者の入れ替えがあるため、データの継続性はないものの、栽培用施設面積の平均値の

推移をみると、人工光型はほぼ横ばいが続くが、昨年度まで拡大傾向にあった太陽光型から

の回答は縮小傾向にある。これは昨年度まで大規模施設園芸事業者の回答が増えていたが、

今年度は回答が得られなかった事業者がいるためと思われる。 
 

   

図表 13 平均栽培用施設面積の推移  

 
4 太陽光型は調査対象をおおむね 10,000 ㎡以上として調査しているため、5,000 ㎡未満の施設はサンプルに含ま

れていない。 
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事業者によっては、複数の品目を栽培しているが、そのうち最も栽培実面積（実際に栽培

している区画の合計面積）が大きい主要品目について、集計したものが下図である。 
栽培形態ごとの主要品目の栽培実面積の平均をとると、太陽光型が約 2.2ha、人工光型は

約 2,100 ㎡であった。 
なお、太陽光型の栽培実面積は施設全体の面積より小さくなるが、人工光型の場合は多段

式で栽培していることが多いため、栽培実面積の平均は、施設面積の平均より大きい。 
 

 

 

  
図表 14 主要品目における栽培実面積  
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⑥ 栽培品目 
各事業者での主要栽培品目を集計すると、全体でレタス類及びトマト類がそれぞれ 39％、

30％であった。 
太陽光型については、トマト類の割合が 56％と最大で、次いでその他果菜類（いちご、パ

プリカ等）が 24％であった。温室での栽培品目の中で、周年を通じて安定した需要があり、

かつ施設栽培に関する情報が揃っていて比較的栽培のしやすいトマトを育てていることがわ

かる。 
人工光型については、周年を通じて安定した需要があり、果菜類に比べて光の要求量が少

なく、比較的栽培のしやすいレタス類が 84％で最多となっている。 
また、併用型では、トマト類、花きがそれぞれ 25％（3 件）で最も多い。 
 

  

 
図表 15 主な栽培品目 

※なお本調査における品目分類の内訳は以下の通りとしている。 
カテゴリ 品目 

レタス類 リーフレタス（フリルレタス、グリーンリーフ、サニーレタス）、ロメインレタス、

ベビーリーフ等 
レタス以外の葉菜類 ホウレンソウ、コマツナ、ミズナ、ミツバ等 
トマト類 大玉トマト、ミディトマト、ミニトマト等 
その他果菜類 いちご、パプリカ、ピーマン、キュウリ等 
ハーブ バジル、パクチー、ルッコラ、クレソン等 
花き バラ、胡蝶蘭、トルコギキョウ、エディブルフラワー等 
苗 花き苗、野菜苗、等 

 

 

39%

9%

17%

84%

4%

4%

8%

3%

30%

56%

25%

0%

15%

24%

17%

3%

3%

2%

0%

5%

5%

4%

25%

0%

3%

0%

8%

5%

(37)

(4)

(2)

(31)

(4)

(2)

(1)

(1)

(28)

(25)

(3)

(0)

(14)

(11)

(2)

(1)

(3)

(1)

(0)

(2)

(5)

(2)

(3)

(0)

(3)

(0)

(1)

(2)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(N=94)

太陽光型
(N=45)

太陽光・人工光併用型
(N=12)

人工光型
(N=37)

レタス類
レタス以外の葉菜類
トマト類
その他果菜類
ハーブ
花き
苗



14 

（２）生産・労働・販売の概況 
① 品目ごとの生産量 
 栽培形態別に見た、主要品目別の生産量の分析として、太陽光型において大半を占めるト

マト類及び人工光型において大半を占めるレタス類に関して、それぞれ栽培実面積及び年間

生産量を整理した。 
太陽光型のトマト類の栽培に関しては、1~2 万㎡の栽培実面積の事業者が 52%（13 件）と

最も多い。昨年度まで栽培実面積 2 万㎡以上の事業者の割合が増加していたが、今年度は 44%
（11 件）となっている。（平成 30 年度は 57%（19 件）、平成 31 年度は 43％（16 件）） 

    

 

図表 16 主要品目の栽培実面積（太陽光型・トマト類） 
 
 

また、トマト栽培のうち大玉トマトについて、栽培実面積 1 ㎡当たりの生産量（以下、「単

収」という。）をみると、下図のような分布となり、約 6 割が 20～40kg/㎡で、平均は 29.5 kg/
㎡であった。単収 20 kg/㎡未満と答えた事業者のうち、最も低かったのは 5.3kg/㎡であった。 

 
    

 
図表 17 単収（太陽光型・大玉トマト）  

4%
(1)

52%
(13)

12%
(3)

28%
(7)

4%
(1)

0%
(0)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光型・トマト類 (N=25)
Avg. 23,713㎡

1万㎡未満 1～2万㎡未満 2～3万㎡未満 3～5万㎡未満 5～10万㎡未満 10万㎡以上

19%
(3)

63%
(10)

19%
(3)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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 人工光型のレタス栽培（レタス類のうちベビーリーフを除く）は、直近 2 年の調査と比較

して、栽培実面積 1,000 ㎡以上の事業者の割合が増加しており、規模拡大の傾向が見られる

（平成 29 年度は 33％（9 件）、平成 30 年度は 40％（12 件）、H31 年度は 42%（14 件）、今

年度は 57%（16 件））。 
 なお、留意が必要なのは、太陽光型で栽培されるトマトと異なり、人工光型では重量の異

なる複数品目の葉菜類を栽培する傾向があり、単純に単収の多寡を比較できるものではない

という点である。 

 
 図表 18 主要品目の栽培実面積（人工光型・レタス類（ベビーリーフを除く）） 

 
 
 単収をみると、下図のような分布となり、半数弱が単収 40kg/㎡以上となっている。なお平

均単収は 79.0kg/㎡であった。20kg/㎡未満と答えている 6 件の事業者の栽培開始年にはばら

つきがあるが、課題として「品質の安定」を挙げていることに共通点がある。 
40kg/㎡以上と答えた事業者の中には、60kg/㎡以上の事業者も 9 社あった。 
 

 
図表 19 単収（人工光型・レタス類（ベビーリーフを除く）） 
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② 従業員の労働時間 
 施設全体での年間積算労働時間をみると、5 万時間以上としている事業者が、太陽光型で

59％と大半を占める一方、人工光型では 20％となっている。 
 

 
図表 20 施設全体（従業員全員）の年間積算労働時間 

 
 主要品目別でみると、太陽光型の大玉トマトで年間積算労働時間が 5 万時間以上としてい

る事業者が 56%で、人工光型のレタス類（ベビーリーフを除く）では、5 万時間未満が 68%
となっている。 
 

 
図表 21 主要品目に係る年間積算労働時間 
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 主要品目別の作業割合では、いずれも生産にかかる時間が 60%を超え、最も時間を費やし

ている。人工光型のレタス類で比較的営業に時間が割かれているのは、市場外出荷がほとん

どであり、事業者によっては数十の取引先があるため、その分の販売管理に時間が割かれて

いるものと推測される。 

 

図表 22 主要品目に係る作業割合  

 
 

施設面積、施設全体での年間積算労働時間、年間労働時間を人数ベース換算したものが下

表である。この数値は、調査項目について回答があった事業者の結果を単純に平均したもの

であり、参考値である。 
 

図表 23 栽培形態別の平均施設面積と平均年間積算労働時間 

 
  ※人数換算においては、一人当たり年間労働時間を 2,000 時間と仮定して換算している。 
 
 
 年間積算総労働時間を、栽培形態ごと、栽培実面積当たりに換算したものが以下である。 
 まず、太陽光型について、１㎡当たり年間積算労働時間をみると、2～3 時間/㎡未満の施

設が最も多く 43％を占め（17 件）、次いで 3～4 時間/㎡未満の施設が 25%を占めた（10
件）。また、平均は 3.6 時間/㎡であった。 
 

 
図表 24 栽培実面積（1 ㎡）当たりの年間積算労働時間（太陽光型） 
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 続いて、人工光型について 1 ㎡当たり年間積算労働時間をみると、10～20 時間/㎡の施設

が最も多く 41％を占め（11 件）、次いで 10 時間/㎡未満の施設が 22%を占めた（6 件）。ま

た、平均は 19.3 時間/㎡であった。 
 太陽光型と人工光型を比較すると、平均でみても人工光型の方が約 5 倍と大きい。これは

人工光型の方が面積当たりの労働が集約されているためと考えられる。 
 

 
 

図表 25 栽培実面積（1 ㎡）当たりの年間積算労働時間（人工光型） 
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